
日本医師会における認知症施策の取組について
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第1期 合計： 29,712 名

H28年度受講者：    ９,３９１名  （研修開催回数：日医中央研修1回、22都道府県42回）

H29年度受講者：    ９,７１２名  （研修開催回数：日医中央研修1回、27都道府県47回）

H30年度受講者： １０,６０９名  （研修開催回数：日医中央研修1回、31都道府県46回）

応用研修受講者数（延べ人数） 合計：７２，２４４名

R元年度受講者：     ９,３６１名 （研修開催回数：日医中央研修1回、30都道府県53回）

R2年度受講者：                 ６,５７１名  （研修開催回数：43都道府県138回 ※日医中央研修未開催）

R3年度受講者：       ６,２９６名  （研修開催回数：日医中央研修3回、 26都道府県68回）

第2期 合計： 22,228 名

第
1
期

第
2
期

日医かかりつけ医機能研修制度
現在の進捗状況（令和7年7月7日現在）

第
3
期

第3期 合計： 20,304 名

R4年度受講者：       ６,６１８名  （研修開催回数：日医中央研修3回、 27都道府県56回）

R5年度受講者：       ６,３８１名  （研修開催回数：日医中央研修3回、 23都道府県54回）

R6年度受講者：       ７,３０５名  （研修開催回数：日医中央研修3回、 28都道府県76回）                                                                                                      

修了者数 認定期間有効実人数（R4～6年度）：4,298名 累計：１５,４９０名

R4年度修了者：１,３８６名  R5年度修了者：１,５８４名 R6年度修了者：１,３２８名
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〇令和６年度は、日本医師会として３回実施。（全６講義）
・9月1日（日） 集合研修
・10月6日（日） Web研修
・11月4日（月・振休） Web研修

〇令和６年度は、認知症に関して、以下の講義を設けた。

  ・第5講義  「意思決定支援とプライマリケア」
講師：田中 志子先生

（医療法人大誠会内田病院 理事長・院長）

〇講義では、認知症基本法施行を受け、認知症に関する
基礎知識、環境調整の重要性、意思決定支援の実践方
法、そして認知症の方の思いに触れる大切さについて
解説していただいた。

〇日本医師会として開催する他、都道府県医師会等にお
いても、開催した。

日医かかりつけ医機能研修制度 令和６年度応用研修会
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〇令和７年度は、日本医師会として３回実施。（全６講義）
・9月21日（日） 集合研修
・10月19日（日） Web研修
・11月３日（月・祝） Web研修

〇令和７年度は、認知症に関して、以下の講義を予定し
ている。

  ・第６講義

  「６．事例検討 認知症を含むマルチモビディティへの
取組～」
講師：近藤       敬太 先生
（藤田医科大学   連携地域医療学   助教、豊田地
域医療センター総合診療科   在宅医療支援セン
ター長）

〇日本医師会として開催する他、都道府県医師会等に
おいても、開催予定。

日医かかりつけ医機能研修制度 令和７年度応用研修会
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令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

年度内受講者数 6,927 7,672 6,845 3,978 3,126 3,229 2,664 3,174 3,949 5,034 5,332 4,600 4,880 3,068 2,409 3,802 4,439

累計受講者数 6,927 14,599 21,444 26,024 29,150 32,407 35,131 38,053 42,057 47,819 53,150 58,140 63,020 66,088 68,497 72,299 76,738
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かかりつけ医認知症対応力向上研修 受講者数の推移

出典：厚生労働省公表資料、内閣官房認知症施策推進大綱実施状況概況資料を元に日本医師会作成

※１ 平成18年度から、かかりつけ医認知症対応力向上研修を実施
※２ 表中には、各年度の各都道府県・指定都市報告値の計を記載。随時、各都道府県・指定都市報告値を修正しているため、修了者数累計は表中各年度の合計と一
致しない。
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年度内修了者数 90 228 279 274 402 404 472 531 552 642 1,193 1,652 1,498 1,733 1,305 213 1,161 1,012 969 938

累計修了者数 90 318 597 871 1,273 1,677 2,149 2,680 3,142 3,874 4,977 6,719 8,217 9,950 11,255 11,468 12,629 13,641 14,610 15,548
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認知症サポート医養成研修 修了者数の推移

出典：国立長寿医療研究センター公表資料、内閣官房認知症施策推進大綱実施状況概況資料を元に日本医師会作成
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４．多職種連携
訪問診療等の在宅医療ネットワークへの参画、介護保険関連文書の作成（主治医意見書等）、多職種との
会合（ケアカンファレンス等）、ACPなど

１．地域の時間外・救急対応
平日夜間・休日輪番業務、地域行事の救護班、在宅当番医、休日夜間急患センター、電話相談業務など
（災害時には救護所・避難所への巡回診療、感染症拡大時には検査センターへの出務など自らの地域を守
る活動）

地域に根差した医師の活動

２．行政・医師会等の公益活動
行政等（国・都道府県・保健所・市区町村・自治会等）の委員、医師会・専門医会の委員、警察業務への
協力、防災会議、地域医療に関する会議、レセプトの審査委員会、地域ケア会議の出席、障害者認定審査
会、介護保険認定審査会など

５．その他

看護師・准看護師養成所、医学部等における地域医療等についての講義・講演、医師会共同利用施設への
参画、高齢者の運転免許に関する診断書の作成、成年後見人制度における診断書の作成、死体検案、医療
DX（地域医療情報連携ネットワーク等への参画等）、医療GX（医療機関等における温室効果ガス削減等の
取組等）、論文執筆等の学術活動、高齢者・障害者施設への対応、地域における症例研究（J-DOME等）など

３．地域保健・公衆衛生活動

母子保健、乳幼児保健（1歳6か月児健診・3歳児健診）、学校保健（学校健診、学校医活動）、学校健康教
育（性教育、がん教育、禁煙・薬物教育等）、産業保健（地域産業保健センター活動、職場の健康相談、
産業医活動）、健診（特定健診・特定保健指導・VDT健診等）、高齢者保健（高齢者健診・認知症検診）、
予防接種（定期・その他）、がん・成人病検診、市民公開講座（健康講座・介護教室）、精神保健、健康
スポーツ医活動など

地域に根差して診療している医師は、自院での診療以外に、以下のような活動を連携して行い、地域住民の健康を守るため、それぞ
れの地域を面として支えています。
そうした活動はかかりつけ医が中心となって担っており、地域医師会はそれに深く関与して運営しています。

日本医師会は、「地域にどっぷりつかり」、日々地域医療を支えている医師に深く感謝するとともに、こうした活動を国民の皆さんに広く
知っていただきたいと思っています。
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日本医師会長諮問
「地域包括ケアシステムにおけるかかりつけ医の役割」

・上記諮問について、令和６・７年度の２年にわたり、検討し
ているところ。

・委員は、全国8ブロックから推薦された医師および有識者
として指名した医師により構成されている。

・かかりつけ医は、診療以外に社会的機能として、各地域に
おけるニーズに応じて、多職種連携等に取り組んでいる

・答申は、令和８年６月頃までにとりまとめる予定。

令和6・7年度日本医師会地域包括ケア推進委員会
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